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【厚生労働省代表：03(5253)1111】

項　　目 担当部局課室係名 内線等

59 １　生活保護法の改正について
社会・援護局保護課企画法令係
　　　　　　　　　保護係

2827
2826

63
２　切れ目のない就労・自立支援策とインセンティ
　ブ強化について

社会・援護局保護課自立支援係 2833

68 ３　健康・生活面に着目した支援について
社会・援護局保護課医療・介護係
　　　　　　　　　自立支援係

2829
2833

70 ４　不正・不適正受給対策の強化等について
社会・援護局保護課企画法令係
　　　　　　　　　保護係

2827
2826

75 ５　生活保護制度の適正な実施について 社会・援護局保護課保護係 2826

82 ６　医療扶助の適正な実施について 社会・援護局保護課医療・介護係 2829

87 ７　介護扶助の適正な実施について 社会・援護局保護課医療・介護係 2829

88 ８　指定医療機関制度等の見直し等について 社会・援護局保護課医療・介護係 2829

93
９　その他
（１）生活扶助基準の見直しに伴う他制度への影響
　　について

社会・援護局保護課企画法令係 2827

93
（２）セーフティネット支援対策等事業費補助金に
　　ついて

社会・援護局保護課予算係
　　　　　　　　　経理係

2824
2825

95 （３）平成26年度生活保護関係調査の実施について 社会・援護局保護課調査係 2828

95
（４）生活保護受給世帯の居住実態等の把握につい
　　て

社会・援護局保護課基準係
　　　　　　　　　調査係

2832
2828

143 臨時福祉給付金
社会・援護局総務課
簡素な給付措置支給業務室

2124

161 配偶者支援金
社会・援護局援護企画課
中国残留邦人等支援室給付係

3493

171
ひとり親家庭等の自立支援策について
（児童扶養手当に関する部分を除く）

雇用均等・児童家庭局家庭福祉課
母子家庭等自立支援室母子係
　　　　　　　　　　母子就業支援係

7892
7959

187 児童扶養手当と公的年金との併給制限について
雇用均等・児童家庭局家庭福祉課
母子家庭等自立支援室扶養手当係

7893

193 生活困窮者自立支援法
社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室調整係

2874

251
児童虐待防止対策における福祉事務所の役割につい
て

雇用均等・児童家庭局総務課
虐待防止対策室調整係

7800

271 ３　相談支援事業の実際 横浜市中区保護課保護係
045

(224)8250

289
４　支援メニュー　○就労準備支援事業
（２）「中区仕事チャレンジ講座」

横浜市中区保護課保護係
045

(224)8287

303 ５　モデル事業の実績 横浜市中区保護課保護係
045

(224)8250

261 上記以外
横浜市（本庁）健康福祉局保護課
生活支援制度準備担当

045
(671)4078

※照会するに当たっては、都道府県・指定都市・中核市の本庁を経由してください。

　　⑤母子及び寡婦福祉法の改正等について　～ひとり親家庭の支援～

２．①生活困窮者自立促進支援モデル事業（横浜市事例発表）

　　⑥生活困窮者自立支援法について

各議事の担当局課室係名・連絡先一覧

１．②改正生活保護法について（文書編資料）

　　③臨時福祉給付金について

　　④中国残留邦人等の配偶者に対する新たな支援策について

　　⑦児童虐待防止対策における福祉事務所の役割について

資料Ｐ
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